
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 531,443 624,600 622,587 697,600

事業費

の内訳

令和3年度決算

指揮車１４，４８３，６７５×１台、水槽車５９，１０６，５０３×３台、救急車２５，１８０，９００×２台、救
助車１４３，５８８，６９０×１台、はしご車１８２，２３５，５７９×１台、はしご車重点整備３０，５２５，０
００×１台※電源立地地域対策交付金：２０，３６０，０００、空気ボンベ購入２，４７２，０００※石油
貯蔵施設立地対策等交付金：１，７５７，０００

令和4年度予算

水槽車５８，０００，０００円×５台、救急車３１，０００，０００×４台、はしご車１９０，０００，０００×１
台、はしご車重点整備３０６，０００，０００×１台、３９０，０００，０００×１台※電源立地地域対策交
付金：２０，３６０，０００、空気ボンベ購入２，４７３，０００※石油貯蔵施設立地対策等交付金：１，７
５７，０００、端数処理▲７３，０００

人工 3.0 3.0 3.0 3.0

人件費 21,600 21,600 21,600 21,600

事業費 509,843 603,000 600,987 676,000

うち特定財源 456,690 570,690 548,117 631,117

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和5 年度

関連法令・条例・
要綱等

消防組織法、消防法、消防力の整備指針

他都市の状況

他の政令市においても、消防力の整備指針の規定や整備状況等に基づき、計画的に更新を行っている。

実施結果

車両更新計画に基づく計画的な消防車両の更新及び整備ができたことにより、火災や救急事案等の災害活動に
対する消防体制が維持された。

事業実施における
工夫点

他都市の取組等を参考に、費用対効果の高いものを調査及び分析を行った上で仕様の見直しを実施している。

対象者 市民 開始 平成31 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

車両更新計画に基づき車両の更新・整備を実施することによって、更新年限を超過していない車両の割合を高い
状態で維持することができ、災害対応力の低下を防ぐ。

長期

消防車両の長期使用による機能低下や車両修理期間の増大は、災害対応力の低下を招くことから、消防体制を
維持するため、計画的に消防車両を更新・整備する。

取組内容

【内容】長期使用に伴う機能低下がみられる車両、修理部品の調達が困難となっている車両１０台の更新。　※（
）内数字は導入年度
①救急車４台　厚別西（Ｈ２６）、豊平（Ｈ２６）、北野（Ｈ２６）、藤野（Ｈ２６）　②水槽車３台　幌北（Ｈ１８）、曙（Ｈ１８）、
北野（Ｈ１９）　③救助車　白石（Ｈ１６）　④はしご車　平岸（Ｈ１６）　⑤指揮車１台　豊平（Ｈ１７）　合計１０台更新
⑥はしご車重点整備１台　新琴似（Ｈ２１）
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
市民の安全、安心につながる消防活動体制の維持を図ることで十分な効果がある。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

計画的に車両の更新及び整備を行い、消防活動体制の維持を図るとともに、車両の耐久性や災害対応能力
の向上を図るため、仕様の見直し等を行う。

予算
各車種に応じた更新基準に基づき、継続して事業を実施する。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

無し
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

消防活動体制を維持する上では、長期使用する消防車両の耐久性向上を図ることが重要であるため、随
時、仕様の見直しを図り、装備部分の機能低下の抑制や故障頻度の軽減に向けて取り組む。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

修理と更新に係る経費の比較や、費用対効果の観点から定めた車両更新基準に基づくものであ
り、適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

消防活動体制を維持し、市民サービスのニーズに応えている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

計画的に消防車両を更新し、消防活動体制を確保することができ、火災出動や救急出動等への
各種災害対応能力が維持された。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

消防車両の長期使用は、車両本体や消防ポンプ等の装備部分の機能低下や故障修理に必要な
部品の調達が困難になるなど、必要とされる消防活動体制の確保ができず、消防活動の支障と
なり市民サービスの低下につながる。
また、長期使用により故障頻度が増加し、さらに修理費用も高額となるため、計画的な更新は必
要不可欠であり、新規更新からの使用期間も他都市と比較して標準で適切である。

項目 判定 理由

100% 100% 100%

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 更新年限を超過していない車両の割合

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

100%

10

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 消防車両の更新台数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

12 10 10


